
（取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

検討中

4 1

実施予定 年 月 日

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済 ○

水道料金等の検針から収納，滞納整理ま
での一連の料金関連業務。

平成

25

その他の
民間活用

現行の経営
体制を継続

○

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

水戸市 水道事業 末端水道事業

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

水戸市 下水道事業 公共下水道事業

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

○

その他の
民間活用

現行の経営
体制を継続

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済 ○
民間事業者のノウハウを最大限活用しな
がら，施設運転管理の効率化を推進すると
ともに，維持管理に関するコスト縮減を図る
ため，浄化センター運転・維持管理，清掃，
建物管理，薬品等消耗品の調達を一括し
て民間事業者に委託した。

平成

27

検討中

4 1

実施予定 年 月 日

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

水戸市 下水道事業 特定環境保全下水道事業

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

○

その他の
民間活用

現行の経営
体制を継続

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済 ○
民間事業者のノウハウを最大限活用しな
がら，施設運転管理の効率化を推進すると
ともに，維持管理に関するコスト縮減を図る
ため，浄化センター運転・維持管理，清掃，
建物管理，薬品等消耗品の調達を一括し
て民間事業者に委託した。

平成

27

検討中

4 1

実施予定 年 月 日

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

水戸市 下水道事業 農業集落排水事業

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 その他の

民間活用指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

現行の経営
体制を継続

　将来的には，事業統合・廃止等の抜本的改革を理想とするが，実現までには時間を要するため，
現行では右記に示すような取組みで対応していく。

　新規計画地区の見直しを行い，建設コストの抑制を図るとともに，既存処理
場の統合等を通し，維持管理費の削減にも努めていく。

○

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

水戸市 市場事業 公設地方卸売市場事業

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 その他の

民間活用指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

現行の経営
体制を継続

現行の体制で，健全な運営が行われているため。 特に改革等は検討していない。

○

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

水戸市 宅地造成事業 東前第二及び第四土地区画整理事業

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 その他の

民間活用指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

現行の経営
体制を継続

事業自体が永久的に続くものでなく期間が限られていることや，事業においてまちづくりを進めるう
えで地権者との協議や対応等で困難を極めることが多く，民営化することが難しいことから，公共施
行で事業を進めることが妥当であると考えられる。このような土地区画整理事業の性質上，事業の
廃止や民営化には適さないと判断しているため。

経済情勢や社会情勢に対応した事業を実施し、それに対応する改革が必要
であると考えられる。

○

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（取組の概要） （方式） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

月 日

検討中

年

○ 　 18 4 1

平成実施済 ○
平成15年9月に施行された地方自治法の
改正を受け，平成17年1月に，「公の施設
の指定管理者制度導入に関する指針」を
策定し，平成18年度から指定管理者制度
による運用を開始した。

代行制 利用料金制

実施予定

取組事項 民間活用（指定管理者制度）

その他の
民間活用指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

○

現行の経営
体制を継続

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

水戸市 駐車場事業 赤塚駅北口駐車場事業　

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


